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第１章 序論  
 




























































































































第２章 沈下計測と沈下解析を統合した沈下モニタリング  
 


























































































































図 -2.3.1(a) 層別沈下計の設置例 2.2) 
 






















































しい場合は、全体解析モデルと部分解析モデルを使い分ける（図 -2.2.1）。  

































図 -2.4.2 杭基礎における等価荷重面法 2.5) 
 
 


























Clancy & Randolph の方法 2.6)がある。パイルド・ラフト基礎の鉛直ばね定数を
地盤と群杭のそれぞれの鉛直ばね定数から評価する方法で、各鉛直ばね定数の比
は杭と直接基礎の相互作用に関する検討で得られた式 2.7)により表される。地盤の





































































支持力を採用した 2.5)。  
安全性に関わる基礎スラブの変形角は、スラブ厚 20cm 以上かつスパン長 20m
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第３章 単杭の載荷試験のモニタリング  
 
































3.2 地盤条件および杭仕様  
 節付き杭の載荷試験を実施した２地点の地層構成および杭仕様を図 -3.2.1 に示
す。地点 A では引抜き試験が実施された（図 -3.2.1(a)）。節部は N 値が 40 以上の
洪積砂礫層に位置する。試験杭の軸部径は 1.0m、節部径は 1.5m、節部の傾斜角
度は上部が 20 度、下部が 45 度である。節部の深度が GL－31m と深いため、載
荷試験で節部抵抗力が最大限発揮されるよう杭長は 6.8m と短い。地表面から GL





























































































一方、地点 B では押込み試験が実施された（図 -3.2.1(b)）。地点 A と同様、節
部は N 値が 40 以上の洪積砂礫層に位置する。軸部径、節部径、および節部傾斜













































































3.3 計測  
(1) 計測計画  










(2) 計測に基づく沈下挙動の評価  












(a) 地点 A 
 
(b) 地点 B 
図 -3.3.1 杭頭軸力～変位関係および支圧力～節部変位関係  
 
 























































































   支圧力比 (ܲ ௨ܲ⁄ )～変位量比 (ܵ ܦ⁄ )の関係  
   p：節部の支圧力  (kN/m2) 
   S：節部の変位  (mm) 
   D：節径径  (mm) 
   pu：節部の極限支圧力 (kN/m2)で、S が D の 10％に達するときの支圧力
を採用する  
この方法で求めた節部の支圧力比～変位量比の関係を図 -3.3.3 に示す。粘性土




は 10m である。最大変位は 29mm であり節部径の 10%まで変位は生じていない
ため、支圧力～変位の関係を３次式で近似し、拡底径の 10%変位時の支圧力
13,200kN/m2を極限支圧力として支圧力比～変位量比の関係を求めた。図 -3.3.3(a)
には BCS による場所打ち杭先端部押込み時の砂礫地盤のデータ範囲を、図 -3.3.3(b)
には砂地盤のデータ範囲を示しているが、図中の他の曲線群は同一である。  



















































































(a) 地点 A 
 
(b) 地点 B 











































3.4 変形解析  
(1) 解析モデル  
 載荷試験のシミュレーション解析には、3 次元の全応力解析を用いた。解析モ
デルを図 -3.4.1 に示す。荷重と杭の対称性から 1/4 対称モデルとした。後に単杭
のシミュレーション解析を踏まえた大規模な群杭解析を実施できるよう、要素分
割は群杭解析との共通性を確保する目的で粗めである。地盤は非線形ソリッド要
素とし、初期地盤変形係数には PS 検層で得た値を与えた（図 -3.4.2）。ただし、
地点 B の GL－12～20m の粘性土層の初期剛性は、PS 検層で得た変形係数が GL













































































































































図 -3.4.2(b) 地層構成と解析用の地盤定数（地点 B）  
 
 




















































































































































































(a) 地点 A 
 
(b) 地点 B 













































































(a) 地点 A 
 
(b) 地点 B 
 



































































節部傾斜角は 45 度、杭軸部の周面摩擦力はゼロである。図 -3.4.9 によれば、拡径




(a) 地点 A                    (b) 地点 B  
図 -3.4.8 地盤の鉛直変位コンター  
 
 




















































-3.4.10 となる 3.13)。図 -3.4.10 では、地表面から深さ方向に荷重面直径の 2 倍ほ
ど離れると、鉛直応力は荷重の 10％まで低下している。一方、図 -3.4.9 を見ると、
地点 B の杭先端は杭先端以深の地盤が杭径に対して十分深くまで一様と見なせる
ことから、地中応力の分布形状は図 -3.4.10 と類似している。地点 A と地点 B の
節部も、応力分布の形状は軸部の存在により図 -3.4.10 よりもやや縦長になるもの


















図 -3.4.10 円形等分布荷重による鉛直応力の分布（一様半無限地盤） 3.13) 
  









































3.5 まとめ  

















1) 長期的な沈下モニタリングにおける提案法の適用性を確認する。  
2) 杭本数が多い実建築物の沈下解析におけるモデル化手法を検討する。特に、
全体解析モデルと部分解析モデルの使い分けの有効性を確認する。  












第４章 超高層建築物を支持するパイルド・ラフト基礎の性能評価  
  























4.2 建築物および地盤条件  
対象建築物は地上 24 階、塔屋 2 階の鉄筋コンクリート造の高層集合住宅であ
る。福島盆地の中央部に位置する。平面図を図 -4.2.1、立面図を図 -4.2.2 に示す。
建築物の平面は 22m×22m の正方形に近く、軒高は 76m、塔状比は 3.4m と大き


































図 -4.2.2 立面図  
 
 























































 地層構成を図 -4.2.4 に示す。GL－5m 付近までは砂質土系の埋土であり、それ
以深は砂礫、粘性土、および砂質土の互層からなる洪積層が厚く堆積する。N 値

























































4.3 基礎形式  
 設計当初、基礎スラブ直下の埋戻し土部分をセメント系の地盤改良を併用した
べた基礎が検討された。GL－15m 付近の粘性土層の一軸圧縮強さは 210 kN/m2








持力に対する長期許容支持力の安全率は 3 である。基礎スラブは基礎梁せいが 3m
の二重スラブで、剛性が高い。  
 
4.4 要求性能  
























4.5 沈下計測  

















図 -4.5.1 センサ設置位置  
 
 






































































































































(2) 地盤沈下の経時変化  
 層別沈下計と連続沈下計で計測した地盤沈下の経時変化を図 -4.5.5 に示す。図



































































(3) 杭軸力の経時変化  
 測温機能付きの鉄筋計で計測した杭軸力と杭温度の経時変化を図 -4.5.6 に示す。
層別沈下計とは異なり、2005 年 8 月 16 日の宮城県沖地震による変化は見られな


















































































































































































































































































































































































の相対沈下が生じにくいことによる。B 測点と C 測点の軸力分布では、杭頭軸力
よりも杭軸部中央（GL－14m 付近）の軸力の方が大きい。基礎スラブ直下は 2m
の厚さでラップルコンクリートによる地盤改良が施されていること、その下の GL












































4.7 沈下解析  
(1) 初期モデル  
 対象建築物は杭本数が 15 本と多くないため、建築物全体を対象とした１つの 3
次元全応力解析モデルを用いて、基礎構造の全体沈下挙動と局所沈下挙動を評価
























































350 0.3 砂質土 100 10
820 0.3 砂質土 60 30
330 0.4 粘性土 100 30
650 0.3 砂質土 100 10
370 0.4 粘性土 100 20
230 0.4 粘性土 100 10
380 0.3 砂質土 － －
340 0.4 粘性土 － －
450 0.3 砂質土 － －
340 0.4 粘性土 － －
E0                    ： 地盤の初期変形係数
ν                 ：ポアソン比
G/G0～γ   ：地盤の非線形性 （告示式5.3)）




































的に修正した。修正後の地層構成と地盤定数を図 -4.7.4 に示す。地層構成は D 測
点付近の構成から敷地全体の平均に修正した。地盤の初期変形係数を PS 検層で














































290 0.3 砂礫 165 －
460 0.3 砂礫 60 －
230 0.45 粘性土 100 －
320 0.3 砂質土 100 －
230 0.45 粘性土 100 －
460 0.3 砂質土 100 －
370 0.3 砂質土 － －
450 0.3 砂質土 － －











E0                    ： 地盤の初期変形係数
ν                 ：ポアソン比
G/G0～γ   ：地盤の非線形性（基礎構造設計指針4.6)）




(3) 群杭沈下挙動のメカニズム  








平面位置によって若干異なっている。隅角部の A 測点および辺部の B 測点では杭


























































































































4.8 沈下解析に基づく構造性能評価  
 竣工時の全応力解析によれば、基礎スラブにおける杭間の変形角は建築物中央
部で 0.01/1,000 から 0.1/1,000、外周部で 0.2/1,000 から 0.3/1,000 である。基礎
スラブの剛性が高いため非常に小さい。最大変形角は、隅角部の A－１通り付近
で 0.3/1,000 となっている。安全性の許容値の 3%、機能性の許容値の 10%、居住
性の許容値の 6%と小さい。最大沈下量は建築物中央部で 15mm であり、機能性
の許容値の 60%となっている。杭軸力は設計目標の 1.4～1.7 倍とやや大きいが、
安全性の許容値に対しては 46～56%と余裕がある。以上のように、竣工時におい
て安全性、機能性、および居住性の許容値を上回る沈下は生じていない。なお、








































































































290 0.5 145 0.3 165
460 0.5 230 0.3 60
230 0.8 184 0.45 100
320 1.0 320 0.3 100
230 1.0 230 0.45 100
460 1.0 460 0.3 100
370 1.0 370 0.3 －
450 1.0 450 0.3 －
340 1.0 340 0.45 －
杭長(m) 25 30 35 平均







ルで計算対象としていない GL-50m 以深における PS 検層の地盤変形係数に乗じ
る低減率は、GL-50m 付近の Dsc 層の値を準用して 1.0 とした。荷重は、基礎ス
ラブ上の杭頭位置に竣工時の柱軸力を等分布荷重として与えた。解析で得た竣工












図 -4.9.2 べた基礎置換モデルで評価した竣工時の基礎スラブの沈下分布  
70 
 
































































5.2 建築物と地盤条件  
対象建築物は鉄骨造 2 階建ての商業施設 5.1)である。平面図を図 -5.2.1 に示す。
接地面積は約 40,000m2 と大きい。杭間隔の基本は 8.4m であるが、建築物中央部




土で、層厚が 10m と厚い。全ボーリングデータを平均化した地層構成と A 測点
付近の地層は類似している。表層は敷地造成時に厚さ 30cm の切土と盛土を行っ
ている。荷重分布を図 -5.2.3 に示す。上部構造が比較的軽いことから、基礎スラ














































図 -5.2.3 基礎スラブに作用する荷重分布  
 
  


















5.3 基礎形式  
基礎形式は、べた基礎と摩擦杭を組み合わせたパイルド・ラフト基礎である。
設計時の検討では、直接基礎にすると地盤の支持力は十分ながら、Cc 法 5.2)を用




PHC 杭で、杭径はφ500～650mm、杭本数は 632 本である。杭長は、荷重が大
きな中央部と南西隅角部では 22m、荷重が小さな外縁部では 19m である。設計
目標は、長期荷重に対する各杭の荷重分担率が 80%、極限支持力に対する安全率
が 1.3 と設定された。基礎スラブ厚は、応力が集中する杭近傍のみ 50cm、それ
以外は 30cm である。不同沈下低減のため、スラブ直下の表層は 50cm の厚さで
セメント系の浅層混合による地盤改良が行われた。  
 

























5.5 沈下計測  






ンサの平面位置を図 -5.5.2、設置深度を図 -5.5.3 に示す。いずれもコストと施工面
から現実的な測点数に絞り込んでいる。層別沈下計は中央部の A 測点に、ひずみ























   
 







































































































(2) 基礎スラブ沈下の経時変化  
 層別沈下計で計測した沈下の経時変化を施工ゾーンごとの荷重とともに図 -5.5.4
に示す。沈下挙動は次の３つの期間に大別できる。  
a) 初期：施工開始時から基礎スラブ完成時まで。主に即時沈下。  
b) 進行期：基礎スラブ完成時から竣工時まで。荷重増加により即時沈下と圧
密沈下が同時に進行。  










































































































A-A’ 断面 B-B’ 断面
0
100

















































































































































































度上昇で約 5μ  の圧縮ひずみが生じていた。軸力評価では無視できない量である
ため、杭頭のみ温度補正を行った。  
 






















































































































補正後の軸力深度分布を図 -5.5.9 に示す。A 測点と B 測点は杭配置と作用荷重








図 -5.5.9 軸力深度分布の経時変化（実測値）  
 
 
図 -5.5.10 杭頭軸力と地盤沈下の経時変化  































5.6 沈下計測に基づく構造性能評価  
レベル計測の結果によれば、沈下の初期値を基礎スラブ完成時としたとき、躯
体完成時の測点間の最大変形角は 0.5/1,000rad である。D―D’断面の X4＝240m 
付近で生じており、安全性の許容値の 5％、機能性の許容値の 17％、居住性の許








層別沈下計（A 測点）の GL―1m の沈下量に、双曲線法 5.3)を適用して近似曲線

















5.7.1 全応力解析による全体沈下挙動の評価  




る。解析モデルを図 -5.7.1 に示す。水平方向は、基礎スラブ面積 A の平方根 A＝





















図 -5.7.1 全応力解析モデル（べた基礎置換モデル）  
  














正比は、ܣ௦層では 0.7 から 0.3 へと大きく変化し、ܦ௦ଵ層では 0.7 から 0.5 への変
化、ܦ௦௚層では 0.9 で一定となった。粘性土層ではイベントごとに修正した。地盤
変形係数の修正比は、ܣ௔௟௧ଵ層で 0.05 から 0.02、ܣ௔௟௧ଶ層で 0.06 から 0.02、その他






























(MN/m2) (MN/m2) (MN/m2) (MN/m2) (MN/m2) (MN/m2) (kN/m2)
改良層 － 1000.0 1000.0 1000.0 1000.0 1000.0 0.26 25
As 173.0 120.0 52.0 52.0 52.0 52.0 0.33 25
Aalt1 85.0 4.0 3.0 2.0 1.4 1.3 0.33 25
Ac 83.0 10.0 10.0 10.0 9.0 8.5 0.45 60
Aalt2 134.0 8.0 8.0 6.0 4.0 3.0 0.33 60
Dc1 114.0 20.0 20.0 17.5 11.0 9.0 0.45 －
Ds1 249.0 175.0 125.0 125.0 125.0 125.0 0.33 －
Dalt 230.0 30.0 30.0 17.5 11.0 9.0 0.33 －











(GL+m) (GL+m) (GL+m) (GL+m) (GL+m)
杭長22m -11.5 -11.5 -8.5 -8.5 -8.5
杭長19m -9.5 -6.5 -7.5 -7.5 -7.5
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(3) 全体沈下挙動のメカニズム  
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を見ると、基礎スラブ完成時は 0.5/1000rad 以下が 95％、全ての杭間で 1/1000rad
以下と非常に小さい。躯体完成時は 0.5/1000rad 以下が  92％、1/1000rad 以下が
98％と、変形角が 1/1000rad を超える箇所が一部で発生する。竣工後 2 年になる












































































































5.7.2 有効応力解析による局所沈下挙動の評価  
(1) 初期モデル  
 全応力解析では局所的な地層構成の違いが沈下挙動に与える影響を無視したが、
計測の結果、A 測点と B 測点の軸力の差が進行期に顕著になった。この原因を
検討するために、地層構成が異なる図 -5.7.5 の A－A’断面と B－B’断面に着目

































































値に乗じた修正比は 0.7 から 1.4 の範囲にあり変化は小さい。透水係数の修正比




































地盤改良 － 1000 0.50 1.0E-10 1.0E-10 0.33
As（A測点） 173 52 0.50 1.0E-04 1.0E-04 0.33
As（B測点） 173 52 0.50 1.0E-04 5.0E-04 0.33
Ds 249 125 0.50 1.0E-06 1.0E-06 0.33





















Aalt1 0.35 0.43 0.43 0.10 20 0.507 30.5 1.0 0.49 0.33 1.22 1.00 1.0ｘ10-5 1.3ｘ10-7 5.0ｘ10-7
Ac 0.60 0.43 0.52 0.10 30 0.466 27.8 1.0 0.53 0.35 1.10 1.37 1.0ｘ10-8 2.0ｘ10-8 1.0ｘ10-8
Aalt2(A-A'断面) 0.25 0.35 0.25 0.10 20 0.507 30.5 1.0 0.49 0.33 1.22 1.00 1.0ｘ10-6 4.0ｘ10-7 1.0ｘ10-6
Aalt2(B-B'断面) 0.60 0.60 0.52 0.10 20 0.507 30.5 1.0 0.49 0.33 1.22 1.00 1.0ｘ10-6 4.0ｘ10-7 1.0ｘ10-6
Dc1 0.25 0.25 0.25 0.10 10 0.577 35.2 1.7 0.42 0.30 1.43 0.82 1.0ｘ10-7 1.0ｘ10-7 5.0ｘ10-7
Dalt 0.33 0.33 0.33 0.10 20 0.507 30.5 1.7 0.49 0.33 1.22 0.87 1.0ｘ10-7 1.0ｘ10-7 1.0ｘ10-7
k  ： 透水係数Cc： 圧縮指数 φ’    ： 内部摩擦角　sinφ’＝0.81-0.233 log(PI) ν : ポアソン比
Cr： 再圧縮指数 OCR： 過圧密比 M： 限界応力比　＝6･sinφ'/(3-sinφ')
PI： 塑性指数 K0      ： 静止土圧係数 e0： 先行鉛直応力に対する間隙比
E0: PS検層により得られた地盤のヤング係数
E : 有効応力解析に用いた地盤のヤング係数
k  ： 透水係数
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時変化と、温度が安定する竣工後の A 測点と B 測点の差を良く再現している。
計測の際、杭軸力の両測点における差は地層構成に起因すると推測していたが、
解析的に裏付けられたことになる。竣工後２年の杭の荷重分担率は、A 測点で 85％、












































図 -5.7.8 軸力深度分布の経時変化（実測値と解析値の比較）  
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竣工時には 1.5/1000rad で、いずれも A―A’断面の西側端部で生じている。竣




























た時点とみなした。このとき、地点 A の GL－1m における予測沈下量は 66mm で、




5.8 沈下解析に基づく構造性能評価  
竣 工 後 ２ 年 の 全 応 力 解 析 に よ れ ば 、 す べ て の 杭 間 変 形 角 の う ち 98％は
1/1,000rad 以下と小さい。ただし、最大変形角は北ゾーン東側と南ゾーン南側の
外縁突出部で 2/1,000rad とやや大きく、安全性の許容値の 20％、機能性の許容









許容値の 13％、機能性の許容値の 43％、居住性の許容値の 26％であり、すべて
の要求性能に対してほぼ問題ないといえる。竣工後の杭軸力は安全性の許容値の












5.9 まとめ  











































第６章 結論  
 






























































































1.1)  濱本卓司：性能評価のためのヘルスモニタリング、建築防災、Vol. 318、
pp.9-15、2004.7 
1.2)  濱本卓司：建築物の挙動をはかる新しいセンシング技術、建築防災、Vol. 378、
pp.2-9、2009.7 
1.3)  久良知丑二郎、小泉安則、牧野稔：軟弱地盤に於ける建築物の沈下の実態








築学会構造系論文集、第 467 号、pp.83-92、1995.1 
1.8) 堀井良浩、長尾俊昌、渡邊徹ほか：超高層集合住宅を支持する直接基礎の
沈下挙動、日本建築学会技術報告集、第 17 巻、第 37 号、pp.851-854、2011.10 
1.9) 平川恭章、濱田純次、山下清：あべのハルカスの基礎構造設計と施工、基
礎工、第 42 巻、第 11 号、2014.11 
1.10) 稲田裕、石井清、杉村義弘ほか：炭素繊維束センサの杭の損傷検知に対す
る性能評価、日本建築学会構造系論文集、第 563 号、pp.91-98、2003.1 









実験的検証、日本建築学会構造系論文集、第 654 号、pp.1445-1454、2010.8 
1.14) 崔井圭、濱本卓司ほか：杭基礎の間接／直接総合ヘルスモニタリングに関
する振動台実験：日本建築学会構造系論文集、第 661 号、pp.471-480、2011.3 
1.15) 崔井圭、濱本卓司：Penzien 型質点系モデルを用いた杭基礎の損傷検出、







1.19) Hansbo, S.: Foundation on friction creep piles in soft clay,  Int. Conf. on 
Case Histories in Geotechnical Engineering, Vol.2, pp.914-915, 1984 
1.20) 加倉井正昭、大木紀通、山下清、ほか：摩擦杭を併用した直接基礎の挙動、
日本建築学会大会学術講演梗概集、pp.2517-2518、1988 
1.21) Yamashita, K., Yamada, T. and Hamada, J.：Recent case histories on 
monitoring settlement and load sharing of piled rafts in Japan, Proc. of 
the 5th Int. Geotechnical Seminar on Deep Foundations on Bored and 
Auger Piles BAPV, pp.181-193,2008 
1.22) Franke, E., Luts, B., and El-Mossallamy, Y.: Measurements and 
numerical modelling of high rise building foundations on Frankfurt clay, 





1.24) Yamashita, K., Yamada, T. and Hamada, J.: Investigation of settlement 
and load sharing on piled raft by monitoring full-scale structures, SOILS 








2.1)  濱本卓司：建築物の挙動をはかる新しいセンシング技術、建築防災、Vol. 378、
pp.2-9、2009.7 
2.2)  坂田電機株式会社、製品カタログ、2015 
2.3)  株式会社東京測器研究所、製品カタログ、2015 
2.4)  株式会社トプコン、製品カタログ、2015 
2.5)  日本建築学会、建築基礎構造設計指針、2001 
2.6)  Clancy, P. and Randolph, M. F.: simple design tools for piled raft 
foundations, Geotechnique, Vol.46, No.2, pp.313-328, 1996 
2.7)  Randolph, M. F.: Design methods for pile groups and piled rafts, Proc. 
13th ISCMFE, Vol.5, pp.61-82, 1994 
2.8)  Horikoshi, K. and Randolph, M. F.: Estimation of overall settlement of 







算法、日本建築学会技術報告集、第 22 号、pp.167-170、2005 
2.12) Kitiyodom, P. Matsumoto, T. and Sonoda, R.: Approximate numerical 
analysis of a large piled raft foundation, SOILS AND FOUNDATIONS, 
vol.51, No.1, pp.1-10, 2011 
2.13) 土橋由造、坂尻公也：鉄筋コンクリート床版の終局強度について、日本建
築学会論文報告集、第 277 号、pp.1-11、1979.3 
2.14) 伊奈潔、藤井衛ほか：戸建住宅の不同沈下による障害と傾斜角および変形

















変位の関係と抵抗力の評価、日本建築学会構造系論文集、第 75 巻、第 656
号、pp.1847-1856、2010.10 
3.4)  Suzuki, N. and Seki, T.: Vertical Load Test Settlement Analysis of 
Cast-In-Place Concrete Nodular Piles Supporting a High-Rise Building, 
Geotechnical Engineering Journal of the SEAGS & AGSSEA, Vol.42, 
No.2, pp.20-28, 2011.6 
3.5) 小西厚夫、鈴木直子、茶谷文雄、ほか：超高層タワーを支持する壁節杭の
群杭効果の評価、日本建築学会技術報告集、第 17 巻、第 37 号、pp.855-860、
2011.10 



















支持するパイルド・ラフト基礎、日本建築学会技術報告集、第 15 巻、第 29
号、  pp.89-94、2009.2 
4.2) 平成 12 年建設省告示第 1457 号  
4.3) 日本建築センター編：改訂版建築物のための改良地盤の設計及び品質管理











研究、日本建築学会構造系論文集、第 73 巻、第 626 号、pp.567-574、2008.4 
5.5) 山田英二ほか：パイルド・ラフト基礎が設置された地盤の水～土連成弾塑
性変形解析、土木学会論文集、No.659、Ⅲ－52、pp.113-128、2000.9 
5.6)  Randolph, M. F.: Design methods for pile groups and piled rafts, Proc. 
13th ISCMFE, Vol.5, pp.61-82, 1994 
122 
 
5.7)  Iizuka, A. and Ohta, H.: A Determination procedure of input parameters 
in elasto-viscoplastic finite element analysis, soils and foundation, 
Japanese Society of Soil Mechanics and Foundation Engineering, Vol.7, 








A STUDY OF STRUCTURAL PERFORMANCE EVALUATION ON BUILDING 
FOUNDATION USING SETTLEMENT MONITORING 
 
To maintain safety and serviceability of building structures during their service life, the 
structural health monitoring of superstructure is promising. Thus far, a large number of 
measurements of substructure have also been carried out for construction management 
and confirmation of settlement prediction in the field of geotechnical engineering.  
The structural design of building structures in Japan has shifted from a 
specification-based design to a performance-based design. In addition, the attention to 
settlement damage has increased, such as residual settlement after an earthquake, and 
settlement caused by excavations adjacent to buildings.  Long-term settlement 
monitoring of building foundations will be another important topic to ensure structural 
safety and serviceability, as a part of structural health monitoring. 
In the view of this, the authors present a combined monitoring–simulation method to 
evaluate the structural performance of building foundations concerning settlement. The 
proposed method has been applied to the static load test of single cast-in-place concrete 
nodular pile and two existing buildings having piled-raft foundation. The continuous 
evolution of settlement is monitored at limited measurement points of interest using a 
combination of embedded sensors and remote sensors placed outside of the building, 
such as differential settlement gauge, strain gauge, thermometer, and optical level 
surveying. Attaining a high spatial resolution is not easy owing to the restrictions of 
building construction and measurement costs. Therefore, the monitoring resolution in 
space is refined through settlement simulation analysis. If the common model is not 
useable in both the global simulation and the local simulation, separate models for the 
global and the local behaviours are used as the graded simulation method. The global 
model is concerned with the spatial distribution of soil settlement over the foundation 
mat, whereas the local model deals with the change in axial force of each pile induced 
by settlement. The analysis model is updated with changes in the soil properties owing 
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to the advancement of the settlement. The purpose of model updating is the following 
the sequential change of soil properties and the progressive reduction of the uncertainty 
of the initial values. 
Eventually, it is demonstrated that the proposed method is useful for the structural 
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